
来年度のスケジュール

10－12月 公開型ワークショップ
・対象：気候変動にかかわる研究者、公共機関担当者、事業者、NGO/NPO、

メディアなど
・テーマは、今回の会合の議論を踏まえて考える。

第３回会合（メール審議）
・ワークショップのとりまとめ結果確認
・成果公表の方法に関して

２月頃 第４回会合
・成果報告確認
・成果公表に関して

３月 成果公表（A-PLAT上）、論文投稿

ワークショップ
終了後

資料2
今後のスケジュール案
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昨年度ワークショップの概要

テーマ
「わが国の将来あるべき気候予測・影響評価」
“いつまでに何に取組むべきか”

議題１ 会合資料「マトリクス」の妥当性

議題 2 会合資料「ギャップと共創」の妥当性

昨年度WS概要

約１００名の気候予測研究者、影響評価研究者、行政関係者、事業者にご参加いただいて、議論した。



【第2回会合・バックキャスト型】 将来のあるべき姿からのバックキャスト
将来のあるべき姿からバックキャストして、気候予測、影響評価の研究コミュニティがいつまでに何に取り組むべき
か、対策側（地方公共団体等）が何を望むのかを議論。以下は議論の途中経過を紹介。

➢ 気候予測データセット2022
• 2～1km大気シナリオの提供（力学、
統計） (☆)

• 海洋シナリオデータ
• 多アンサンブル気候予測情報(☆)
• 気温・降水量以外の力学予測 (試
行)

• 解説書とユーザーサポート体制

➢ 気候予測データセット2027
• 大気・海洋・陸域で整合性のとれた
多くの気候変数のシナリオ

• 不確実性を幅広くカバーする気候シ
ナリオ(☆)

• 過去～21世紀末までの連続シナリオ
• 空間解像度向上(2km→1km)

➢ その先のあるべき姿
• 影響評価が必要とする気候変数
の高い過去再現性

• 今後10年間の対策に貢献するた
めに、現在の極端気象現象の要
因分析と季節～10年先の高精度
気候予測情報の提供（★）

• 1km以下の解像度の予測

➢ 第3次気候変動影響評価報告書
(2025)
• 過去の影響の再現性情報の提供
• 複数の排出シナリオ・モデル・初
期値の気候シナリオを用いた影響
評価(☆)

• 適応策の効果を考慮した影響評価

➢ 第4次気候変動影響評価報告書(2030)
• 大気・海洋・陸面で整合性のとれた
影響評価

• 幅広い生態系の影響評価
• 高空間解像度影響評価
• 各影響評価の信頼性レベルの提示
• クラウド利用等による研究の効率化

➢ その先のあるべき姿
• 高い過去再現性
• 適応策・複合災害・社会変動を
考慮した影響評価

• 自治体や企業にはアプリで情報
提供を行う

➢ 気候予測データセット2022と気候変
動影響評価報告書(2025)への要望
• 高解像度(県～市町村、湾レベル)
気候シナリオと影響評価

• 季節～10年先までの予測（★）
• 水害・土砂災害等の危険度の変化
の予測

• 気温・降水量以外の要素も含め、
予測精度向上

• 環境教育プログラムへの対応

➢ 気候予測データセット2027と気候変動
影響評価報告書(2030)への要望
• 季節～10年先までの予測（★）
• 生態系などの総合的な観測の充実と
データの集約

• 緩和策・適応策の作用・副作用の予
測

• プランクトンを含む海洋予測

➢ その先のあるべき姿
• 各種産業の経営計画に資する影
響評価情報や気象・気候情報

• 影響評価の適応策への活用に関
するデータベースの開発

• 「どの適応策にはどのデータ利
用を推奨する」といった予測情
報の絞り込み(☆)

• 各分野のニーズを踏まえた予測
情報、影響評価

気候予測

影響評価

対策側

共創のための課題
• 少数の自治体を選び先進事例として重点的に影響評価・適応研究を行い、モデルケースとして成果を他自治体と共有する。
• 人材・計算機・予算の確保、データ配布・解析システムのクラウド化、データの標準化とオープンアクセス化などが必要。

明らかになったギャップ
1. 不確実性を網羅する気候シナリオ・影響評価が必要な一方、 対策側では蓋然性の高い一つの予測と最悪ケースに絞ってほしいという要望も強い。

出来るだけ不確実性をカバーする少数の予測を提示することも有効か？（☆）
2. 対策側では季節～10年先の気候予測の需要が高いが、予測の技術的なハードルは高く、相互理解の促進と責任範囲の明確化が必要。（★）
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昨年度ワークショップの流れ

趣旨
説明

現状
報告

グループ
報告

総合
討論

グループ
討論

まとめ
休憩

10分 20分 30分 30分 15分 15分

昨年度WS概要



5

昨年度WS概要

昨年度グループの構成

座長 書記

10グループ 10名/グループ

参加者
前年度参加者＋地域コン
ソーシアム登録事業者

専門分野の偏りがないよ
う事前にグループ分け

書記
NIES研究員または
委員推薦者に依頼

座長
検討チーム委員



https://doi.org/10.3178/jjshwr.34.377


